
神奈川県町村における 
共同型クラウド導入事例 

2012年６月12日   
 神奈川県町村情報システム共同事業組合事務局 橋本幸治 
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１．背  景 
２．調  達 
３．効  果 
４．課 題（等） 

～本日の流れ～ 
 



神奈川県の町村 
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町村の人口と世帯    平成２３年４月１日現在 
人口 世帯数 人口密度(ｋ㎡) 

葉山町 32,823 12,582 1,924 
寒川町 47,478 18,046 3,538 
大磯町 33,037 12,503 1,920 
二宮町 29,432 11,386 3,241 
中井町 9,964 3,359 498 
大井町 17,810 6,270 1,236 
松田町 11,719 4,453 310 
山北町 11,642 3,950 52 
開成町 16,387 5,771 2,498 
箱根町 13,706 7,213 148 
真鶴町 8,142 3,257 1,160 

湯河原町 26,729 11,043 652 
愛川町 41,711 16,005 1,216 
清川村 3,423 1,192 48 
町村計 304,003 117,030 501 
県 計 9,046,099 3,854,575 3,744 

平成22年度
国調速報値
を基準とし
た推計人口 
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情報システム共同化の経緯 
• 平成19年度～制度改正に伴うシステム改

修負荷増大 
• 21年2月～情報システム共同化の検討 
• 22年6月 全１４町村が共同化に取組むこと   

を決定 
• 22年7月 事業者デモ 

 
• 22年8月 共同化計画決定、協議会設立、

基幹系システム・サービス提供事業者募集 
 

• 22年9月 事業者決定 
• 22年11月 一部事務組合設立に向け、全

町村長合意 
• 22年12月 組合設立への全町村議会承認 
• 23年2月 一部事務組合許可 
• 23年3月 内部情報系システム事業者決定 
• 23年4月 一部事務組合発足  

• システム改修負荷 
⇒丸投げの弊害 

  
• 町村長の英断 

  ⇒全町村が参加 
  ⇒カスタマイズしない 
  ⇒どの町村も共同 
    化の効果享受 
  
• 潮流 

  ⇒クラウド型にパッ 
   ケージソフト進化 
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共同型クラウドを選択した理由 

• 経験があった(電子申請、届出サービス） 

 神奈川電子自治体共同運営サービス） 

• 大幅なコスト削減が見込める 

（クラウド利用による削減＋割り勘による削減） 

• 短期間でシステムを利用できる 

（完成しているシステムを利用） 

• サービス利用時から利用料を支払う方式である 

（利用開始時期を自治体ごとに柔軟に設定可能） 

• サービス提供事業者を利用するだけで良い 

（予測困難な変化（制度変更等）にも事業者が対応） 

• 人材を出し合える 

（町村が協力して発注者の責任を果たす） 
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２．調  達 
 

1．基幹（住民情報）系 
２．内部（財務・人給）系 

調達→特色→ﾃﾞｰﾀ移行→稼働ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

基幹 

内部 



基幹系業務システムの共同調達 
   
 

内容重視のプロポーザル方式（技術：価格→８：２） 
 
パッケージ ＋ ＥＵＣ支援（カスタマイズ回避） 

参加型の調達手続き 
 1次審査：各町村からの業務別機能要件(約3,400項目) 
 2次審査：各町村業務主任者の投票によりデモ評価 

決定事業者（日立システムズ） 
基幹系業務システム(全４６業務システム)をパッケージによりカ
バー ⇒ 各システムの利用町村増 
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基幹 



神奈川県町村共同利用型情報システム 
サービス提供業務に係る最終審査結果 

交渉
順位 

代表事業者名    １次評価点 
 提案内容点   価格点 

２次評価点 合計点数 

１ Ａ社 ４６１．０ １０１．６ １７３．０ ７３５．６ 

２ Ｂ社 ４４３．５ １３０．８ ６２．０ ６３６．３ 

３ Ｃ社 ３４３．０ １１８．８ ４７．０ ５０８．８ 

－ Ｄ社 ２１７．５ １９０．３ － ４０７．８ 
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基幹 
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日  程 会場 プレゼンテーション又はデモンストレーションを行う業務 
９月２１日（火） 

２Ｄ ①住民税  ②固定資産税   ③収滞納 
２Ｅ ④国民健康保険   ⑤国民年金・後期高齢者医療 

２３日（祝） 
２Ｅ ⑥住民記録（裁判員を含む）・印鑑登録 
３Ｇ ※プレゼンテーション（調達委員） 

２４日（金） ２Ｅ ⑦障害者関係（心身障害者手帳・精神手帳・補装具・自立支援医療）  
⑧乳幼児医療・子ども手当・保育料  ⑨介護保険  ⑩上下水道 

各町村による評価（2次審査） 

デモンストレーション プレゼンテーション 

基幹 



パッケージ概要 

http://www.hitachi-systems.com/solution/t01/e-adworld/ 
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基幹 



業務別機能要件 

仕様書で要求されている各業務機能の本パッケージにおける適合度につきましては、以下の通り
高い充足率となっています。 

    業務別機能要件 ２ 

◆ 主な業務別機能要件に対する機能充足率 

項番 業務名 全体件数 
標準・ＥＵＣ 
対応件数 

充足率 

１ 住民記録 ２０１項目  １９６項目 ９８％ 

２ 住民税 ２１３項目 ２１１項目 ９９％ 

３ 固定資産税 ２９０項目 ２７８項目 ９６％ 

４ 国民健康保険 １９５項目 １９２項目 ９８％ 

５ 収納・滞納 ２８４項目 ２７１項目 ９５％ 

４６業務合計 ３，４８６項目 ３，３３５項目 ９６％ 

日立システムズ提案資料 
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基幹 



湘南センターでの運用 

弊社は、中井町に湘南センターを有しており、ＳＥの拠点ともしております。また、弊社湘南センター
は、１４町村様のほぼ中心に位置しており、サポート拠点としては、最高の立地条件にあります。 
 

湘南センター 

■資格・認証 
・情報セキュリティマネジメントシステム   
 (ISO/IEC27001)認証 
・プライバシーマーク認証 
・ISO9001認証 
・ ISO14001認証 
・特定システムオペレーション企業等認定 
 システムインテグレータ登録・認定 
・特別第二種電気通信事業者認定 
・システム監査企業登録 

 

合併問題専門部会

 

 

葉山町

寒
川
町

大磯町

湯河原町 真鶴町

箱根町

開成町

山北町 松田町

大
井
町

中
井
町

二
宮
町

清川村

愛川町

● 

日立システムズ提案資料 
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ネットワークの構成 
   回線品目 ４ 
 アクセス回線品目について、データセンター側は100Mbpsデュアル、町村・貴協議会側は100Mbpsデュアルでご提

供します。これは、アクセス回線に運用系と予備系の二系統の回線を備え、シングルアクセス２回線分よりも安価なコ

ストで二重化するものです。また、MA⇔県内網は各MAに接続する町村・協議会数に応じた品目を選定しています。 

 運用系に通信障害が生じた場合は、わずか１秒ほどで予備系を運用系へ移行することができます。アクセス回線は

すべて二重化されており、回線切替装置も不要のため、切り戻しなどのオペレーションによる回線断を防止できます。 

ビジネスイーサ ワイド網 

100Mbps 100Mbps 100Mbps 100Mbps 

県内網（神奈川県） 

厚木ＭＡ 小田原ＭＡ 平塚ＭＡ 横須賀ＭＡ 

愛川町 清川町 
弊社 
湘南iDC 中井町 松田町 山北町 箱根町 真鶴町 大井町 開成町 湯河原町 大磯町 二宮町 葉山町 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

100M 
ﾃﾞｭｱﾙ 

日立システムズ提案資料 
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基幹系パッケージ提供業務システム利用状況 
（2011年10月現在） 

区分 業務システム 

全町村利用 ①住民記録②印鑑登録③外国人登録④選挙⑤住民税⑥法人住
民税⑦固定資産税⑧軽自動車⑨国保資格⑩国保賦課⑪国民年
金⑫宛名・住登外管理⑬収納管理⑭滞納管理⑮後期高齢者医療
⑯介護保険⑰住基ネット 

１０以上利用 ①国保給付②心身障害者手帳③精神手帳④補装具⑤日常生活
用具⑥障害者自立支援医療⑦乳幼児医療⑧ひとり親医療⑨重心
医療⑩児童手当（こども手当）⑪保育料⑫教育⑬障害者追加分
（福祉サービス、地域生活支援、町単） 

5以上利用 ①公営住宅②幼稚園③水道料金④健康管理⑤畜犬管理⑥し尿
処理・浄化槽・汚水⑦受益者負担金⑧農業情報⑨介護認定審査
会支援 

5未満（新規パッ
ケージ化） 

①交通傷害②町土地貸付③駐輪場④就園奨励費⑤町設置型合
併浄化槽⑥生活保護⑦学童保育 

その他 ※確定申告支援は⑤住民税に統合 

割
勘
効
果
に
よ
る
利
用
増 
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基幹系パッケージ提供業務システム利用状況 
（2011年12月現在） 

基幹 



基幹系のデータ移行 

• 現行ベンダー約10社と個別に調整・契約 

• データ、ドキュメント、問合せ、の3点セット 

• データ抽出は3回（テスト２回、本番１回） 

• 現行側ではデータの抽出・加工は行わない 

• ツール提供、複数を一括契約で経費削減 

• 当初は１団体４千万円×１３＝５億２千万円 

• 現在２億２千万円（一部に補助金あり） 
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大 井 町 平成2 3 年9 月2 0 日

葉 山 町 平成2 3 年1 0 月1 1 日

開 成 町 平成2 3 年1 0 月2 4 日

愛 川 町 平成2 3 年1 1 月7 日

清 川 村 平成2 3 年1 1 月2 4 日

真 鶴 町 平成2 3 年1 2 月1 2 日

松 田 町 平成2 4 年2 月2 0 日

湯 河 原 町 平成2 4 年6 月

山 北 町 平成2 4 年6 月

二 宮 町 平成2 4 年6 月

大 磯 町 平成2 4 年6 月

中 井 町 平成2 4 年1 1 月

箱 根 町 平成2 6 年4 月

寒 川 町 平成2 8 年4 月以降( 利用未定)

H28年度町 村 名
基幹系

(住民記録など)システムサービス
利用開始(予定)

寒川町他10町村で財務会計システムの共同化(H23.10～)

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

町村別の移行時期 
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基幹 

外国人は仮稼働済み 
住記・印鑑も一部稼働 



内部情報系システムの共同調達 
 

内容重視のプロポーザル方式（技術：価格→８：２） 
 
パッケージ ＋ ＥＵＣ（帳票のEXCEL出力等）の重視 
                 （→カスタマイズ回避） 

参加型の調達手続き 
 各町村業務主任者から業務別機能要件(約500項目) 
 各町村業務主任者の投票によりデモ評価 

決定事業者（日本電気株式会社） 
 
内部情報系システム（財務会計、電子決裁（人事給与はオプショ
ンとして町村が選択）） 

内部 



神奈川県町村共同利用型内部情報系システム 
サービス提供業務に係る最終審査結果 

提案内容点 価格点

1位 Ａ社 503 点 193 点 120 点 816 点

2位 Ｂ社 360 点 183 点 100 点 643 点

3位 Ｃ社 200 点 188 点 40 点 428 点

4位 Ｄ社 281 点 100 点 - 381 点

代表事業者名交渉順位 合計
１次評価点

２次評価点

Ａ社は、提案内容（提案書、パッケージ機能要件）評価が高かった。 

内部 



パッケージ概要 

20 http://www.nec.co.jp/kokyo/GPRIME/cloud/maruwakari2/service/index.html 

内部 
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詳細はNECのWebページで 

内部 



クラウド型システムの設定 ＮＥＣ提案資料から抜粋 

▌ ヒアリングシート～設定必要事
項を決定～  
•下記ヒアリングシートをベースにシステムを
設定します。町村様には打ち合わせの前ま
でに本シートへ必要事項をご記入頂きます
。 

•「この処理はご利用になりますか？」「この
設定は、このプランでよろしいですか？」な
どの確認となり、回答事項に沿ってパラメー
タの範囲内で、設定していきます。 

団体様作業 

Ｅｘｃｅｌ形式で配布 
内容を確認し、コメント等を 
記入して、設定すべきパラメータ 
を決定します。 

ヒアリングシート 

▌ セットアップシート～マスターデータをセット
～ 

•マスターデータ（所属・職員・科目等）をセットア
ップするためのシートです。Ｅｘｃｅｌシートを配布
致しますので、町村様にはデータをセットしてい
ただき、導入支援ＳＥで確認し受取ります。 

セットアップシート 
Ｅｘｃｅｌ形式で配布 
マスターデータ（所属・職員・科目等）を 
入力するＥｘｃｅｌファイルを提供します。 
こちらにデータを入れてください。 

団体様作業 

内部 



疑問点の蓄積・共有 ＮＥＣ提案資料から抜粋 

ＦＡＱを蓄積し、全国で共有する仕組み 

•困ったときは ～ＦＡＱ～ を活用！ 

• 「業務としてどのように使えば良いかわからない」「こんな時はどうするの？」など、不明
点がありましたらＦＡＱで確認してみてください。サービスに関すること、業務全般につい
て広く掲載しています。ＦＡＱはカテゴリごとに１ページで収まるようになっていますので、
検索する場合は、ブラウザの機能（Ctrl+F）を利用すると便利です。 

ここをクリック！ 
カテゴリごとにリンクをクリックす
ると一覧と回答内容が表示され
ます。 

※ＦＡＱの運用について 
 ＦＡＱについてはお客様からの問い合わせがあっ
たものについて掲載していきます。問い合わせにつ
いて不明点等がある場合は、個別に各団体の代表
者に電子メールにて確認させて頂いた後、回答及
び掲載してまいります。 
 
 各団体様のノウハウの集積となるように、迅速か
つ分かりやすい説明を心がけます。 

内部 



下記マスタデータの取込は本提案に含みます。 
取込条件は当社指定形式とし、２回までの取込とします。 

尚、データ取り込みは全件＆上書きとなりますので留意下さい。 
個別の修正はオンライン処理からの修正となります。 

内部系のデータ移行 
神奈川県町村共同化では 

所属 

各町村現行システム 

科目 

職員 

債権 
債務者 

金融 
機関 

新クラウドサービス提案範囲 

前年度 
予算 

物品 

所属 

科目 

職員 

債権 
債務者 

金融 
機関 

前年度 
予算 

物品 

CSVdata データ抽出 データ編集 セットアップ 
シート 

データ取込 

CSVdata データ抽出 データ編集 セットアップ 
シート 

データ取込 

CSVdata データ抽出 データ編集 セットアップ 
シート 

データ取込 

CSVdata データ抽出 データ編集 セットアップ 
シート 

データ取込 

CSVdata データ抽出 データ編集 セットアップ 
シート 

データ取込 

セットアップ 
シート 

データ取込 
任意作業 

データ移行 
任意マスタ 

データ移行 
基本マスタ 

内部 

①NEC→NECの抽出は既シス
テム保守内で対応 
②その他は職員が対応 
※移行費用は発生していない 



町村別の移行時期（財務会計） 
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寒 川 町

大 磯 町

大 井 町

開 成 町

真 鶴 町

清 川 村

葉 山 町

中 井 町

愛 川 町

山 北 町 平成2 6 年1 0 月

二 宮 町 ( 利用未定)

松 田 町 ( 利用未定)

箱 根 町 ( 利用未定)

湯 河 原 町 ( 利用未定)

H26年度 H27年度 H29年度H28年度

平成2 3 年1 0 月

平成2 5 年1 0 月

町 村 名
財務会計システムサービス

利用開始(予定) H23年度 H24年度 H25年度

内部 

人事給与移行は9団体、うち8団体がH24.4から稼働済み 
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３．効  果 
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現行のまま 共同化後 

財務会計４億円 30％削減 

住民情報43億円 

財務会計２億円 

住民情報30億円 

(合計４７億円） （合計３２億円） 

H23.10～H28.9の5年間の合計。 

 
 

①経費削減 

②セキュリティの向上 
③標準化の推進（データ、帳票、事務処理） 

※将来の法改正等に係る改修費用・・・割勘効果 

共同化の効果 

④その他（隣接地外の連携、ＰＣ等の共同調達） 



各町村の費用負担 
－どの町村も共同化の効果を享受できるように－ 

1. 利用期間、内容及び件数に応じて各町村の負担額を決める。 
  業務別従量料金の月額単価を設定し、各町村の利用業務、
使用月数に応じて負担額を算出する。 

2. 最低３０％の削減効果があるように負担額を調整する。 
  （各町村の削減効果は、最高６１％～最低３０％） 
 

3.  組織運営費については、均等割：人口割＝４：６ 
4. 移行費については、削減額に応じて各町村の額を算出する。 

 
5. 各町村の総負担額を算出する。（2.＋3.＋4.の合計） 

（各町村の削減効果は、最高４４％～最低１３％） 
6. 各町村の年度別負担額については、1.の負担額を基礎に、総

合計が5.の総負担額となるように算出する。 
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カスタマイズの回避 
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業務WGにより702のカスタマイズ要望が発生 



サービス時間 
 

区 分 
 

 
基幹系システム 

 
内部系システム 
 

 

利用時間 
１/１～12/31 
7：00～22：00 
・土日、祝日及び平日20時
以降は計画停止あり 

１/１～12/31 
7：00～22：00 
・日曜日は17：30まで 
・土日、祝日、年末年始は
計画停止あり 

 

サポート時間 
１/４～12/28 
8：00～20：00 
・土日、祝日は除く 
・障害対応は365日24時間 

１/４～12/28 
8：30～17：30 
・土日、祝日は除く 
・障害対応は個別調整 
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データバックアップ、OSパッチ、ウイルス対策、
APPバージョンアップ等からの解放 



システム以降の調達 

• 2011/5/16 機器共同調達について入札公告 
パソコン、プリンタ、圧着機等の一般競争入札 
 

• 2011/6/13 プレ印刷帳票共同調達について入札公告 
連続帳票、単票、共通圧着紙、国保保険証、水道検針票の一般競争入札 
 

• 2011/11/24 プレ印刷帳票共同調達について入札公告（2回目） 
 

• 2012/2月  24年度当初プレ印刷帳票の共同調達 

31 

神奈川県町村会（協議会）Webページに掲載 

価格決定までを協議会、実際の契約は各町村 



共同調達の対象 

神奈川県町村情報システム共同事業組合 

データセン
ター 

１．パソコン・プリンタ 

３．印刷・封入等 

２．帳票 

１．システムの関連機器(パソコン、プリンタ、スキャナ等) 
２．基幹系システムから出力するプレ印刷帳票(単票、連続帳票) 
３．税の当初賦課をデータセンターへアウトソーシング（7種） 

役場 

32 

連続帳票をカットしてオンラインで使用 



プレ印刷帳票の共同発注による効果(イメージ) 

神奈川県町村情報システム共同事業組合 

A町 

B町 

C町 

D町 

A町 

B町 

C町 

D町 

団体個別見積り 
の積み上げ 

用紙、インク、印刷時
期を統一したものと
して見積もる 

数量が多いため 
見積り単価が下がり 
総費用が下がる 

下がった総費用 
を元に。団体別に 
単価設定し 
振り分け 

印刷内容が全く同じでなくとも 
[用紙],[インク],[印刷時期] 
等を統一させることによって 
大量発注としての費用削減効果を 
各団体で享受させることは可能 

団体個別見積り 
の積み上げ 

用紙、インク、印刷時
期を統一し、同一の
オーダーとして見積
もる 
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1. 特別交付税での措置(総務省）  23年度新規 
‣自治体クラウドの導入を支援 
‣複数の地方公共団体が情報システムをデータセンターに集約 
‣対象とする経費 

①共同化計画の策定等に要する経費 
②データ移行に要する経費 
 

2. 広域連携支援の補助メニュー適用（神奈川県） 
  ‣神奈川県市町村振興メニュー事業補助金交付要綱 
  ‣23年度は25,900千円（3年間補助の予定） 
 
3. 全国町・字ファイルの共同化価格（LASDEC) 
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国・県等の財政支援 



一部事務組合の組織 
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管理者 

シ
ス
テ
ム
組
合 

シ
ス
テ
ム
組
合
議
会 

事務局 

理事会（町村長） 

議会 

議長 

町村会・議長会 

首長 

町村議会議長 

組合町村議会の長で構成 

プロジェクト推進責任者会議（課長） 

プロジェクト主任者会議 組合町村の担当
者等で構成 

事務局 

事務局の定員は8名、うち給与支給は3名、他は町村会等の兼務 

町村議会議長 

町村議会議長 

首長 

首長 

首長 

連絡調整はクラウド版グループウエアを採用（desknet’s） 
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所属 職名 所属 職名

1 法制 中井町 総務課　専任主幹 22 障がい福祉

2 ネットワーク 大磯町 総務課　主事 23 医療費助成

3 共通（環境、システム 組合 -　- 24 子ども手当/児童手当

4 住民記録 25 保育

5 印鑑登録 26 幼稚園保育（新規） 大井町 教育総務課　主任主事

6 外国人登録 27 就園奨励費（新規） 愛川町 教育総務課　主任主事

7 選挙 二宮町 選挙管理委員会　副主幹 28 公営住宅 愛川町 都市施設課　副技幹

8 宛名１(宛名) 松田町 税務住民課　課長代理 29 教育 大磯町 子ども育成課　副主幹

9 宛名２(住登外,口座等真鶴町 収納対策課　主任主事 30 生活保護（新規） 湯河原町 福祉課　主任主事

10 住基ネット 組合 -　- 31 上下水道料金 清川村 まちづくり課　副課長

11 国民健康保険 32 受益者負担金 中井町 上下水道課　主査

12 国民年金 33 農家台帳 葉山町 農業委員会　事務局長補佐

13 後期高齢 34 し尿処理等（新規） 葉山町 環境課　主事

14 介護保険 開成町 保険健康課　主事 35 交通傷害保険（新規） 湯河原町 住民課　主幹

15 固定資産税 湯河原町 税務課　副主幹 36 町土地貸付（新規） 山北町 総務防災課　主事

16 住民税/申告支援 37 駐輪場（新規） 大磯町 町民課　主事

17 軽自動車 38 町設置型合併浄化槽（新規） 山北町 生活環境課　主幹

18 法人住民税 39 学童保育（新規） 開成町 福祉課　課長

19 収納・滞納 湯河原町 徴収対策室　副主幹 40 人事給与 組合 -　-

20 健康情報 愛川町 子育て支援課　主査

21 畜犬管理 二宮町 生活環境課　主任主事

業　　務　　WG業　　務　　WG

開成町 福祉課　課長

企画政策部情報システム担
当　主任主事

41 財務会計・電子決裁 寒川町

松田町 税務住民課　課長代理

葉山町 健康増進課　主査

箱根町 税務課　税制班　主査

業務WGと主任者(23年度） 
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４．課 題 等 
 



課題（計画スタート時） 

• 共同化推進組織 
 情報システム共同利用の複数年契約の主体＝法人格ある組織 
 一部事務組合の新設 

• データ移行 
 現行システムからの移行用データ作成（手切れ金？） 
 新システムへの移行用データ投入 

• 資金計画 
 準備経費、初期経費（データ移行経費） 
 借入不可？ 

• ネットワーク 
 ＤＣと各町村間のネットワークは最低１０Ｍ必要 
 ＬＧＷＡＮ高速化？ではなくイーサネットＶＰＮ利用 

• 人材 
 専任職員ゼロ（丸投げ）の町村では発注者の責任は？ 
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課題（切り替え後の懸案発生） 

 事前確認が不十分 
 隔週での本稼働スタートは相当きびしい 
   稼働団体へのフォロー VS 次団体の準備 
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・データの不正 
・仕様もれ 
・設定ミス 
・要望・・・ 
 

１団体稼働 

２団体稼働 

３団体稼働 

４団体稼
働 
 

５団体稼働 
 

６団体稼働 
 



プレ印刷帳票共同調達単価設定方法について 

神奈川県町村情報システム共同事業組合 

単独で調達する場合の見積
団体枚数 単価 枚数×単価
A 50,000 ¥4.0 200,000
B 10,000 ¥8.0 80,000
C 5,000 ¥12.0 60,000
D 500 ¥25.0 12,500

共同調達(1回目、全団体共通単価)
団体枚数 単価 単価 単独 共同 削減額 削減率
A 50,000 175,000 ¥200,000 ¥175,000 ¥25,000 12.5%
B 10,000 35,000
C 5,000 17,500 単独 共同 削減額 削減率
D 500 1,750 ¥12,500 ¥1,750 ¥10,750 86.0%

共同調達(2回目、全団体個別単価)
団体枚数 単価 単価 単独 共同 削減額 削減率
A 50,000 ¥2.8 140,000 ¥200,000 ¥140,000 ¥60,000 30.0%
B 10,000 ¥6.0 60,000
C 1,000 ¥12.0 12,000 単独 共同 削減額 削減率
D 500 ¥20.0 10,000 ¥12,500 ¥10,000 ¥2,500 20.0%

共同調達(3回目、グループ別単価)
団体枚数 単価 単価 単独 共同 削減額 削減率
A 50,000 ¥3.0 150,000 ¥200,000 ¥150,000 ¥50,000 25.0%
B 10,000 ¥6.0 60,000
C 1,000 13,000 単独 共同 削減額 削減率
D 500 6,500 ¥12,500 ¥6,500 ¥6,000 48.0%

A町

A町

D町

D町

¥3.5

¥13.0

A町

D町

①全町村共通単価 
・発注枚数に差異がある場合、大
量発注町村が、少量発注町村が負
担すべき分も支払っているような実
態 
 

②全町村個別単価 
・町村毎に単価が定まっているので、
共同購入の効果が薄い 

③グループ別単価 
・発注予定枚数から、最大3グルー

プに団体を分割し、業者には団体
別の単価を設定させる。グループ
内での単価設定の仕組みは①同
様 

 単価設定方法については、入札実施都度課題が見つかり、
改善案を入札仕様に反映させている。 
 3回目の案で安定しつつあるので次回(4回目)以降は3回目
ベースのものを仕様とする予定。 
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今後の方向  
• 業務継続性の強化→ バックアップの強化 
• 対象情報システムの拡大→ 地域ポータル、ネットワーク統合 
• 参加自治体の拡大→ 県内の市（人口１０万人程度まで） 
                他県の小規模自治体 
• 情報化人材の育成→ 共同育成 

  

神奈川県の支援  
• 広域連携支援→ 新たな枠組みの支援 
• 技術的支援等→ ネットワーク、セキュリティ、会議室等提供 
• さらなる支援（期待）→ 情報通信基盤、小規模自治体支援、人材 

  

国の施策に期待すること 
• 標準化 
• 国民ＩＤ 
• ネットワーク基盤整備 
• 共同化（一部事務組合）に対応した補助金制度（システム改修） 

 41 
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専用トランク 

メインサーバ（群） サブサーバ（群） 検証サーバ（群） 

① 夜間バックアップ・復元 ▼バックアップ・復元（任意） 

湘南センター 

目黒センタ ②LTOへバックアップ 

③目黒センタへ遠隔地保管 

（日立システムズ提案書より抜粋） 

災害対策の見直し 

１．調達時のデータバックアップ対策（H22.9 ） 

２．現在の強化対策（H24秋からスタート） 

①より遠隔地  ②緊急時のデータ利用  ③業務継続 



都道府県別市町村数(平成23年4月1日現在） 

都道府県 町 村 町村計 市 都道府県 町 村 町村計 市 都道府県 町 村 町村
計 市 

北 海 道 １２９ １５ １４４ ３５ 富 山 県 ４ １ ５ １０ 岡 山 県 １０ ２ １２ １５ 

青 森 県 ２２ ８ ３０ １０ 石 川 県 ９ ０ ９ １０ 広 島 県 ９ ０ ９ １４ 

岩 手 県 １６ ５ ２１ １３ 福 井 県 ８ ０ ８ ９ 山 口 県 ６ ０ ６ １３ 

宮 城 県 ２１ １ ２２ １３ 長 野 県 ２３ ３５ ５８ １９ 徳 島 県 １５ １ １６ ８ 

秋 田 県 ９ ３ １２ １３ 岐 阜 県 １９ ２ ２１ ２１ 香 川 県 ９ ０ ９ ８ 

山 形 県 １９ ３ ２２ １３ 静 岡 県 １２ ０ １２ ２３ 愛 媛 県 ９ ０ ９ １１ 

福 島 県 ３１ １５ ４６ １３ 愛 知 県 １５ ２ １７ ３７ 高 知 県 １７ ６ ２３ １１ 

茨 城 県 １０ ２ １２ ３２ 三 重 県 １５ ０ １５ １４ 福 岡 県 ３０ ２ ３２ ２８ 

栃 木 県 １３ ０ １３ １４ 滋 賀 県 ６ ０ ６ １３ 佐 賀 県 １０ ０ １０ １０ 

群 馬 県 １５ ８ ２３ １２ 京 都 府 １０ １ １１ １５ 長 崎 県 ８ ０ ８ １３ 

埼 玉 県 ２３ １ ２４ ４０ 大 阪 府 ９ １ １０ ３３ 熊 本 県 ２３ ８ ３１ １４ 

千 葉 県 １７ １ １８ ３６ 兵 庫 県 １２ ０ １２ ２９ 大 分 県 ３ １ ４ １４ 

東 京 都 ５ ８ １３ ２６ 奈 良 県 １５ １２ ２７ １２ 宮 崎 県 １４ ３ １７ ９ 

神奈川県 １３ １ １４ １９ 和歌山県 ２０ １ ２１ ９ 鹿児島県 ２０ ４ ２４ １９ 

山 梨 県 ８ ６ １４ １３ 鳥 取 県 １４ １ １５ ４ 沖 縄 県 １１ １９ ３０ １１ 

新 潟 県 ６ ４ １０ ２０ 島 根 県 １２ １ １３ ８ 合 計 ７５４ １８４ ９３８ ７８６                                                                     
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ＩＣＴは“つなぐ力” 

域内のつながり 

国内のつながり 

グローバルな
つながり 

地域の価値を
高める 

生産性
を高める 

サービス
を高める 

クラウドの活
用 

ご清聴ありがとうございました 
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